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1.はじめに 

ダム建設に対して一層の合理化が求められるなか，経

済性や環境に配慮した新型式のダムである台形CSGダム

1)の採用事例が増加している．台形 CSG ダムは，現地で

手近に得られる砂礫などにセメントと水を混合した

CSG(Cemented Sand and Gravel)を堤体材料とし，断面形状

を台形としたダムで，その設計手法の特徴として，以下

のことが挙げられる． 

①材料（CSG）の物性（強度）のばらつきを一定の粒度

や単位水量の幅の中で許容すること 

②堤体断面形状や CSG の配合（単位セメント量，単位

水量の許容範囲）は，地震応答解析を含む FEM 解析

で得られる CSG の必要強度をもとに決定されること 

一方，大規模地震に対する構造物の耐震性への社会的

関心の高まりから，ダムにおいても各サイトで考えられ

る最大級の地震動を考慮した耐震性能照査 2)が試みられ

ている．しかし，照査解析において，①の特徴を合理的

に考慮する方法は十分検討されていない．そこで，本報

では，CSG の物性のばらつきが大規模地震時の台形 CSG

ダムの応答に及ぼす影響をモンテカルロ法による地震応

答解析によって定量的に考察した． 

2.解析方法 

2.1解析条件 

本検討の解析モデル（堤体横断面形状を基礎岩盤とと

もに 2 次元有限要素でモデル化し，ダム本体の内部構造

を考慮したモデル）形状を図-1に示す． 

 
図-1 解析モデル形状 

物性のばらつきを考慮する対象は，堤体の大部分を占

める内部 CSG とした．なお，CSG の圧縮強度と弾性係数

には線形関係がある 3)ことを用いて，解析上は内部 CSG

の弾性係数にばらつき（正規分布を仮定）を与えること

とした． 

ばらつきの大きさは，実ダムでの品質管理試験結果を

参考に，圧縮強度の変動係数が 10%及び 20%となるケー

スを考えることとした．すなわち，実ダムの設計・施工

例 4)を参考に弾性係数の平均値を 2,000N/mm2とし，既往

の実験結果 3)による(1)式の関係を考慮し，圧縮強度の変

動係数が上述の値となるよう，弾性係数の変動係数を

6.4%及び 12.8%に設定した． 

Ec={0.18＋(f'c－4.0)／37}×10000  (1) 

ここに，Ec：CSGの弾性係数[N/mm2] 

f'c：CSGの圧縮強度(ﾋﾟｰｸ強度)[N/mm2](3≦f'c≦6) 

なお，比較のため，ばらつきを考慮しないケースも設

定した．以上の解析ケースを表-1に示す．その他の物性

値は各ケースとも表-2に示すとおりとした． 

表-1 解析ケース 

ｹｰｽ 0 ｹｰｽ 1 ｹｰｽ 2 

弾性係数 

(内部CSG) 

平均値(N/mm2) 2,000 

変動係数(%) 0 6.4 12.8 

表-2 解析物性値（各ケース共通） 

モデル 
単位体積 

重量(N/m3) 

弾性係数Ec 

(N/mm2) 
ﾎﾟｱｿﾝ比

堤
体

内部CSG 22,540 (表-1) 0.25 

富配合CSG 22,540 4,000 0.25 

コンクリート 22,540 25,000 0.20 

基礎岩盤 22,540 2,000 0.30 

2.2解析手順 

解析手順を図-2に示す．解析モデ

ルへの物性値の割当ては，表-1の条

件で図-3に示す正規分布に従うよ

う，ランダムにばらつきを与えた

弾性係数を内部 CSG 各 FEM 要素

に割り当てることで行った． 
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図-3 弾性係数の頻度分布 

地震動は，解析モデルの堤体底面で図-4に示す波形と

なるよう引き戻した加速度波形を解析モデル底面から入

力した．その周波数特性は，大規模地震に対するダムの

耐震性能照査で規定される下限加速度応答スペクトル 2)

を 3 倍に引伸ばしたものに相当する． 

 キーワード 台形 CSG ダム，耐震性能照査，モンテカルロ法 
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図-4 入力地震動 

3.解析結果 

解析で得られた堤体内（内部 CSG）各要素の最大主

応力σ1 の時刻歴最大値の 1,000 パターン中の最大値σ

1max の分布を各解析ケースについて図-5に示す．図中に

は，各ケースとも応力が集中する止水・構造用コンク

リート隅角部（着目要素①）のほか，比較のため堤体

中央部（着目要素②）のσ1maxの値を示している．着目

要素①，②ともにσ1maxはケース 2が最大となっており，

物性（弾性係数）のばらつきが大きいほど，発生応力

が大きくなる可能性があることを示している． 
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図-5 応力σ1maxの分布（1,000 パターン中最大値） 

着目要素①，②でのσ1 の時刻歴最大値（1,000 パタ

ーン分）の頻度分布と変動係数を図-6に示す．平均値は

応力集中箇所である①の方が②より大きいが，変動係

数は着目要素①（ケース 1，2 でそれぞれ 5.2％と 10.3％）

より着目要素②（同 6.8%と 13.5%）の方が大きな値と

なった．これは，物性値を一定とした止水・構造用コ

ンクリートに隣接している着目要素①より，ばらつき

を有する CSG に囲まれた着目要素②の方が，周囲の弾

性係数のばらつきによる影響を受けやすいためと考え

られる． 
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図-6 最大主応力の時刻歴最大値の頻度分布 

4.まとめ 

・ 台形 CSG ダムにおける大規模地震時の堤体発生応

力は，CSG の物性のばらつきを考慮した場合，物性

値を一定（平均値）とした場合より，ばらつきの大き

さに応じては大きくなる可能性がある． 

・ 物性値のばらつきの条件が同じ場合の大規模地震

時の発生応力への影響は，堤体内部構造の影響を受け，

物性値のばらつきが小さいコンクリート部周辺より，

ばらつきを有する CSG 内部で大きくなる． 
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